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１．はじめに

私達は，国内外の様々な種類の地圏資源環境を利用・管

理することでその恩恵を受けている．我が国では，石油・

鉱物資源の多くを海外から輸入しており，海外での資源調

査・開発・採掘がそれらの供給を支えている．近年では，

資源の安定的な確保・供給の観点から，領海・排他的経済

水域内における海底熱水鉱床・メタンハイドレート等にも

注目が集まっている．また，日本国内での再生可能エネル

ギーの利用促進に絡み，火山・地熱地域における地熱ポテ

ンシャルの評価が求められている．さらに，地下水資源の

分布は，土壌汚染域のモニタリング・地層処分サイト周辺

の岩盤の安定性把握に重要な鍵を握る．

こうした各種資源の分布把握を目的とした物理探査デー

タ及び地下構造解析の重要性が増している中，人工ソー

スを用いた電磁探査手法，特に空中電磁探査は，その適

用が世界的に拡大しつつある技術の１つである．また，IP

（誘導分極）法電気探査も，金属鉱物資源探査や地下水流

動域・汚染域の把握のために利用されている．これらの探

査手法やデータ解析技術の開発は，特に欧米の大学・研究

機関を中心に精力的になされており，SkyTEM （デンマー

ク），VTEM （カナダ）といった空中電磁探査装置，Syscal 

Pro （フランス），ABEM TERRAMETER （スウェーデン）と

いった IP 探査装置，Aarhus Workbench （デンマーク），

pyGIMLi （ドイツ）といった解析ソフトウェアが，最新技

術を取り入れながら，お互い競い合うようにリリースされ

ている．日本においても，こうした欧米における探査・解

析技術の最新動向を常に把握し，理解することは，国内に

おける物理探査ニーズに十分応えることのできる調査技術

の向上や，日本発の物理探査技術の創出につなげてゆくた

めの手がかりとして非常に重要であると考える． 

こうした背景を踏まえ，著者は Near Surface Geoscience  

Conference & Exhibition 2017 に参加し，最新技術の動向

を調査するとともに，自身の研究について発表を行ったの

でここに報告する．
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本学会はヨーロッパ物理探査学会 （European Association 

of Geoscientist and Engineers， EAGE）主催の国際学会で，

2017 年 9 月 3 日～ 7 日の日程でスウェーデン・マルメ

にて開催された（写真 1，2）．開催地の近隣には Lund 大

学，橋を渡れば国境を越え隣国デンマークの Aarhus 大学

写真 1　学会会場周辺．北欧らしい落ち着いた佇まいの中にある．

写真 2　学会会場内．500 名近い出席者が一堂に会した．
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があり，いずれも欧州の電磁・電気探査技術開発を牽引し

ている．本学会は，3 つの学会を同時開催するのが特徴で，

今回は地圏資源環境の利用・保全のための研究開発を取り

扱う“Environmental and Engineering Geophysics”，空中 

電 磁 探 査 技 術 を 取 り 扱 う “Airborne Electromagnetics 

Conference”，持続可能なエネルギー利用についてのトピッ

クを取り扱う“Sustainable Earth Sciences Conference”が

開催された．全部で 228 件の発表が行われたが，そのう

ち，電気・電磁探査に関する研究は 86 件にも上り，いか

に電気・電磁気研究が欧州で活発に行われているかがうか

がえる．

本研究分野における技術開発が盛んな背景には，石油・

金属鉱物資源開発のための物理探査という側面ももちろん

あるが，その他に欧州特有の事情がある．欧州では，地下

水を生活用水に利用することが多く，現在ほど環境規制の

強くなかった時代に地中に埋設された産業および生活廃棄

物や天然の地層（例えば black shale），工場から漏洩・拡

散する重金属やヒ素といった有害物質からいかに都市の水

資源を守るかが特に重要なタスクとして位置づけられてい

る．また，日本と同様に，地層処分に伴う岩盤安定性の 

評価も水資源の保全に直結する問題として重要視されてい

る．

講演では，IP 法電気探査・空中電磁探査技術ともに，

データ解析技術の開発・フィールド調査に関する研究発

表が中心であった．IP 法電気探査に関しては，より複雑

な地形・構造を考慮するため，非構造格子を利用した地下

構造のモデリングが現在のトレンドとなっているようで

ある．また，近年研究者の間で普及が進んでいるフリーの 

プログラミング言語 "Python" を利用した逆解析システム

の構築に関する研究発表も見られた．

IP 法電気探査のフィールド適用に関しては，廃棄物の

埋め立て処分場において，時間領域 IP 法とスペクトル IP

法のそれぞれでデータを取得し，解析した結果の比較が紹

介されていた．スペクトル IP 法は複数の周波数帯域の交

流電流を送信することで，地層中の IP 異常の大小を電位

波形と電流波形の位相差の周波数依存性として詳細に把握

することができる反面，EM カップリングやケーブル間の

カップリングがノイズとなり，高周波帯域のデータを解析

に利用することが困難であること，低周波域のデータ取得

に非常に時間がかかることが問題である．一方，時間領域

IP 法は直流電流を用い，一定時間通電後に電流を遮断す

ることで，計測する電位差の時間減衰の緩急から，地層中

の IP 異常の大小を把握する手法で，短時間で計測が可能

な上に電気的ノイズを受けにくいが，IP 異常の周波数依

存性は直接的に分からず，解像度に欠けるのが問題であっ

た．しかしながら，近年の解析技術の進展に伴い，時間

領域 IP 法のデータを用いて地下の IP 異常の周波数依存性

を推定するための逆解析手法が開発され（Fiandaca et al. , 

2016），本手法を用いることでスペクトル IP 法と同等レ

ベルの調査・構造解析が時間領域 IP 法によっても実現可

能であることが明瞭に示された．

ちなみに著者は，本学会において，沖縄県沖合での海底

熱水鉱床掘削（戦略的イノベーション創造プログラム「次

世代海洋資源調査技術」）で実施した，鉱床を構成する堆

積層の IP 特性計測についての研究成果発表（Komori et al. , 

2017）を行った（写真 3）．本研究では，掘削試料の比抵

写真 3　著者のポスター発表時の様子．
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抗・IP 特性やその他の物理的特性について，詳細な深さ

方向のプロファイルを取得している．高温の熱水により今

まさに形成されつつある硫化鉱床の物性を明らかにした点

で貴重なデータセットであるとのコメントの他，データ取

得の詳細や解析結果の妥当性についての質問を受け，今後

の研究の見通し・方針について，改めて整理することがで

きた．

空中電磁探査のデータ解析技術開発に関しては大学が中

心となって取り組んでおり，莫大なデータ量を取り扱わね

ばならない中，構造の推定精度を保ちつつもいかに計算コ

ストを減らすかが重要な研究対象となっている．一方で，

探査機器を扱う企業は探査能力向上のための機器開発に野

心的に取り組んでおり，より軽量・小型で高出力な（発生

する磁気ダイポールモーメントが大きい）空中電磁探査装

置の紹介がなされていた．空中電磁探査は，短時間で圧倒

的に大量のデータを広範囲に取得できる反面，地上での小

規模調査と比較して調査に係る手続きが大変な上にトータ

ルコストもかかる．そのため，大規模なフィールド調査は

各国の地質調査所が中心となって実施しているケースが多

く，本学会でも，スウェーデン・ノルウェー・フランス・

ドイツ・アイルランド・デンマークの各地質調査所による

調査およびデータ整備の事例が発表されていた．

また，本学会では多くの探査機器・ソフトウェア開

発企業および調査機関のブースが出展しており，IRIS 

Instruments， ABEM，Aarhus GeoSoftware，Geological 

Survey of Sweden，Norwegian Geotechnical Institute， 

BRGM（Bureau de recherches géologiques et minières）

等のブースを訪問した（写真 4）．開催地の地元である

写真 4　企業展示の様子．全部で 35 の企業展示が盛況に行われた．

Geological Survey of Sweden はスウェーデンの地質図の

展示と共に，空中電磁・重力探査による比抵抗・重力分

布の成果を展示していた．また，デンマークの Aarhus 

GeoSoftware 社は Aarhus 大学の Hydrogeology Group が

開発したデータ解析ソフトウェアの販売元で，ソフトウェ

アパッケージ “Aarhus workbench”をリリースしている． 

これは，モジュール化された IP 法電気探査・地上での電

磁探査・空中電磁探査に関するデータプロセス・逆解析コー

ドを運用するための統合プラットフォームで，データや逆

解析結果を本プラットフォームに実装された GIS 上に表示

することも可能である．さらに，SkyTEM に限るものの空

中電磁探査の生データを研究者自身で詳細に取り扱うこと

が可能なモジュールも販売しており，非常に魅力的かつ実

用的なソフトウェアであると理解したと同時に，彼らの技

術力の高さを感じた．

３．おわりに

本学会の参加を通じ，欧州では，EU という共通の枠組

みの下，各大学・研究機関・企業の得意とする研究分野・

コア技術が互いの切磋琢磨の上にうまく発揮され，それら

が有機的に連携することでレベルの高い研究開発が継続的

になされている印象を受けた．また，国や大学−企業の垣

根を越えた研究人材の交流も豊富で，共同研究に結びつき

やすい素地があるのも，研究レベルの高さ・開発スピード

の速さにつながっているのではないかと考えられる．今

後は，本学会で得られた技術的な知見を活かした新しい電

気・電磁探査技術の研究開発を目指すと共に，日本におけ
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る物理探査技術開発の拠点として，産総研がどのように機

能し，企業・大学と連携していけるかといった点について

も，中長期的な視点から検討していきたい．
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